
森町の財務書類

（総務省方式改訂モデル）

－平成 26年度－

平成 28年 3月

森 町



- 1 -

◆貸借対照表（普通会計）

【貸借対照表の解説】

平成 26 年度末の公共資産は平成 25 年度末に比べ、551 百万円増加しています。こ
れは、減価償却費よりも新たな資産整備が上回っているためです。

また、投資等のうち基金等は企業立地推進基金積立金への積立て等により 30 百万
円増加しています。

さらに、流動資産のうち現金預金は、財政調整基金が 91百万円の減、歳計現金が 84
百万円増加したことにより 7百万円減少しています。
その結果、資産合計では 577百万円の増となっています。
負債は、26 年度に臨時財政対策債を 410 百万円、学校教育施設等整備事業債を 544

百万円発行したこと等により地方債残高が増え、合計で 636 百万円の増加となってい
ます。

（単位：百万円・％）

勘定項目 平成26年度 平成25年度 増減額 増減率

1 公共資産 24,014 23,463 551 2.3

(1) 有形固定資産 23,965 23,416 549 2.3

(2) 売却可能資産 49 47 2 4.3

2 投資等 1,360 1,329 31 2.3

(1) 投資及び出資金 66 66 0 0.0

(2) 貸付金 0 0 -

(3) 基金等 1,227 1,197 30 2.5

(4) 長期延滞債権 82 84 △ 2 △ 2.4

(5) 回収不能見込額 △ 15 △ 18 3 △ 16.7

3 流動資産 3,289 3,294 △ 5 △ 0.2

(1) 現金預金 3,264 3,271 △ 7 △ 0.2

(2) 未収金 25 23 2 8.7

資産合計　A 28,663 28,086 577 2.1

1 固定負債 7,787 7,147 640 9.0

(1) 地方債 6,677 5,913 764 12.9

(2) 長期未払金 0 0 0 -

(3) 退職手当引当金 1,110 1,234 △ 124 △ 10.0

(4) 損失補償等引当金 0 0 0 -

2 流動負債 598 602 △ 4 △ 0.7

(1) 翌年度償還予定地方債 535 540 △ 5 △ 0.9

(2) 短期借入金(翌年度繰上充用金) 0 0 0 -

(3) 未払金 0 0 0 -

(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0 0 -

(5) 賞与引当金 63 62 1 1.6

負債合計　B 8,385 7,749 636 8.2

純資産合計　A-B 20,278 20,337 △ 59 △ 0.3
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◆行政コスト計算書（普通会計）

【行政コスト計算書の解説】

平成 26年度の経常行政コストは、平成 25年度に比べ、122百万円増加しています。
これは、職員年齢構成の変更による退職手当引当金繰入等の減、臨時福祉給付金及び

子育て世帯臨時特例給付金の社会保障給付の増加、天竜浜名湖鉄道新駅設置事業費補

助金の増加、公共下水道事業特別会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及

び森町病院事業会計への繰出金の増加が影響したためです。

（単位：百万円・％）

平成26年度 平成25年度 増減額 増減率

(1) 人件費 1,034 1,072 △ 38 △ 3.5

(2) 退職手当引当金繰入等 △ 12 184 △ 196 △ 106.5

(3) 賞与引当金繰入額 63 62 1 1.6

小　計 1,085 1,318 △ 233 △ 17.7

(1) 物件費 973 923 50 5.4

(2) 維持補修費 81 72 9 12.5

(3) 減価償却費 851 843 8 0.9

小　計 1,905 1,838 67 3.6

(1) 社会保障給付 919 829 90 10.9

(2) 補助金等 1,047 891 156 17.5

(3) 他会計等への支出額 1,479 1,394 85 6.1

(4)
他団体への公共資産
整備補助金等

145 176 △ 31 △ 17.6

小　計 3,590 3,290 300 9.1

(1) 支払利息 75 82 △ 7 △ 8.5

(2) 回収不能見込計上額 △ 1 4 △ 5 -

(3) その他行政コスト 0 0 0 -

小　計 74 86 △ 12 △ 14.0

a 6,654 6,532 122 1.9

【経常収益】

使用料・手数料 b 68 84 △ 16 △ 19.0

分担金・負担金・寄附金 c 99 116 △ 17 △ 14.7

経常収益　合　計　（ b + c ) d 167 200 △ 33 △ 16.5

（差引）純経常行政コスト a - d 6,487 6,332 155 2.4

　　　　　経　常　行　政　コ　ス　ト

人にかかる
コスト

物にかかる
コスト

移転支出
的コスト

その他
コスト
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◆純資産変動計算書（普通会計）

【純資産変動計算書の解説】

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の１年間の増減を示すとともに、行政コ

スト計算書で計上した純経常行政コストをどのような財源で賄っているのかを示すも

のです。

平成 26 年度において期末の純資産残高が期首に比べて 59 百万円減少して 20,278
百万円となっています。

純経常行政コストが 6,487 百万円に対し、地方税、地方交付税等の一般財源と補助
金等受入額の合計が 6,360 百万円となり、127 百万円の財源不足、臨時損益として災
害復旧事業費が△ 58 百万円となっており、旧体育館跡地の売り払いによる公共資産
除売却損益に 123百万円計上されておりますが、対前年比では減少となりました。

平成26年度 平成25年度 増減

期首純資産残高 20,337 20,365 △ 28

純経常行政コスト △ 6,487 △ 6,332 △ 155

一般財源

地方税 2,632 2,608 24

地方交付税 1,848 1,807 41

その他行政コスト充当財源 681 692 △ 11

補助金等受入 1,199 1,207 △ 8

臨時損益

災害復旧事業費 △ 58 △ 10 △ 48

公共資産除売却損益 123 1 122

投資損失 0 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0 0

資産評価替えによる変動額 3 △ 1 4

無償受贈資産受入 0 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 20,278 20,337 △ 59

              （単位：百万円）
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◆資金収支計算書（普通会計）

【資金収支計算書の解説】

平成 26 年度末の歳計現金残高は、970 百万円であり、平成 25 年度末の 886 百万円
に対し 84百万円減少しています。

（単位：百万円）

平成26年度 平成25年度 増減

１　経常的収支の部 1,376 1,512 △ 136

人件費 △ 1,185 △ 1,240 55

物件費 △ 973 △ 923 △ 50

社会保障給付 △ 919 △ 829 △ 90

補助金等 △ 1,047 △ 891 △ 156

支払利息 △ 75 △ 82 7

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 △ 1,078 △ 1,020 △ 58

その他支出 △ 140 △ 82 △ 58

地方税 2,622 2,604 18

地方交付税 1,848 1,807 41

国県補助金等 983 888 95

使用料・手数料 76 84 △ 8

分担金・負担金・寄附金 95 91 4

諸収入 136 156 △ 20

地方債発行額 419 448 △ 29

基金取崩額 150 60 90

その他収入 464 441 23

２　公共資産整備収支の部 △ 435 △ 450 15

公共資産整備支出 △ 1,399 △ 898 △ 501

公共資産整備補助金等支出 △ 145 △ 176 31

他会計等への建設費充当財源繰出支出 △ 59 △ 55 △ 4

国県補助金等 215 244 △ 29

地方債発行額 879 355 524

基金取崩額 0 0 0

その他収入 74 80 △ 6

３　投資・財務的収支の部 △ 857 △ 1,150 293

投資及び出資金 0 0 0

貸付金 0 0 0

基金積立額 △ 111 △ 408 297

定額運用基金への繰出支出 0 0 0

他会計等への公債費充当財源繰出支出 △ 341 △ 318 △ 23

地方債償還額 △ 540 △ 540 0

長期未払金支払支出 0 0 0

国県補助金等 0 75 △ 75

貸付金回収額 0 0 0

基金取崩額 0 0 0

地方債発行額 0 0 0

公共資産等売却収入 124 1 123

その他収入 11 40 △ 29

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

当年度歳計現金増減額 84 △ 88 172

期首歳計現金残高 886 974 △ 88

期末歳計現金残高 970 886 84
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連結財務諸表

連結財務諸表は、普通会計の他、自治体を構成するその他の特別会計や、自治体と

連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施

主体とみなして作成する財務書類です。

◆貸借対照表（連結）

（単位：百万円）

1 公共資産 35,551 1 固定負債 15,694

(1) 有形固定資産 35,469 (1) 地方公共団体地方債等 12,935

(2) 無形固定資産 8 (2) 関係団体地方債等 0

(3) 売却可能資産 74 (3) 長期未払金 4

2 投資等 2,061 (4) 引当金 1,728

(1) 投資及び出資金 53 (5) その他 1,027

(2) 貸付金 0 2 流動負債 1,380

(3) 基金等 1,850 (1) 翌年度償還予定地方債等 946

(4) 長期延滞債権 186 (2) 短期借入金 0

(5) その他 17 (3) 未払金 237

(6) 回収不能見込額 △ 45 (4) 翌年度支払予定退職手当 19

3 流動資産 4,553 (5) 賞与引当金 166

(1) 資金 3,997 (6) その他 12

(2) 未収金 540 17,074

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 23

(5) 回収不能見込額 △ 7

4 繰延勘定 0

42,165 42,165

資産の部 負債の部

負債合計

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計 25,091
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◆行政コスト計算書（連結） ◆純資産変動計算書（連結）

◆資金収支計算書（連結）

（単位：百万円）

13,225

1 人にかかるコスト 3,018

(1) 人件費 2,804

(2) 退職手当引当金繰入等 49

(3) 賞与引当金繰入額 165

2 物にかかるコスト 3,498

(1) 物件費 2,109

(2) 維持補修費 120

(3) 減価償却費 1,269

3 移転支出的なコスト 6,307

(1) 社会保障給付 4,079

(2) 補助金等 1,865

(3) 他会計等への支出額 218

(4)
他団体への公共資産整備補助金
等 145

4 その他行政コスト 402

(1) 支払利息 226

(2) 回収不能見込計上額 1

(3) その他行政コスト 175

5,360

1 使用料・手数料 68

2 分担金・負担金・寄附金 1,179

3 保険料 980

4 事業収益等 3,133

7,865

経常費用

経常収益

純経常行政コスト

（単位：百万円）

期首純資産残高 26,543

純経常行政コスト △ 8,040

財源調達 7,900

地方税 2,632

地方交付税 1,848

補助金 2,739

その他 681

臨時損益 25

資産評価替等 △ 1,337

期末純資産残高 25,091

（単位：百万円）

1 経常的収支 1,240

2 公共資産整備収支 △ 563

3 投資・財務的収支 △ 802

翌年度繰上充用金増減 0

当期収支 △ 124

期首資金残高 4,122

期末資金残高 3,998
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財務諸表の見方

貸借対照表とは

住民サービスを提供するために保有している財産と、その資産をどのような財源

（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に表すものです。

資産合計・・・・どのくらいの資産を保有しているかを示します。

負債合計・・・・将来世代の負担を示します。

純資産合計・・・過去から現在の世代の負担を示します。

行政コスト計算書とは

１年間の行政活動のうち、福祉活動など資産形成に結びつかない行政サービスに

係る経費とその直接の対価（使用料・手数料等）いわゆる受益者負担の状況を対比

させたものです。

経常費用・・・・資産形成につながらない経常的な行政コストを示します。

経常収益・・・・受益者負担を示します。

経常行政コスト・地方税などの一般財源や資産の売却益などで賄わなければなら

ないコストを示します。

純資産変動計算書とは

貸借対照表の純資産の部に経常されている各数値が１年間でどのように変動した

かを表すものです。純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、１年

間で今までの世代が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかることになり

ます。

資金収支計算書とは

資金収支計算書は、当該年度中の現金支出の動きを表すものです。その変動額

は、前年度末の歳計現金残高と今年度末の歳計現金残高との差額になります。そ

の動きを「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」

の３つに区分して表示することにより、行政活動別の資金収支を明確にしていま

す。
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資料 1 普通会計財務書類４表
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 6,676,526

①生活インフラ・国土保全 9,947,080 (2) 長期未払金

②教育 8,646,717 ①物件の購入等

③福祉 461,358 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 506,296 ③その他

⑤産業振興 2,627,089 長期未払金計 0

⑥消防 559,947 (3) 退職手当引当金 1,110,490

⑦総務 1,215,896 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 23,964,383 固定負債合計 7,787,016

(2) 売却可能資産 49,296

公共資産合計 24,013,679 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 534,889

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 66,482 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 62,724

投資及び出資金計 66,482 流動負債合計 597,613

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 8,384,629

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 877,094

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 3,942,537

⑤退職手当組合積立金 349,912

基金等計 1,227,006 ２　公共資産等整備一般財源等 18,395,651

(4) 長期延滞債権 81,777

(5) 回収不能見込額 △ 14,632 ３　その他一般財源等 △ 2,115,585

投資等合計 1,360,633

４　資産評価差額 56,008

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 20,278,611

①財政調整基金 2,093,860

②減債基金 200,097

③歳計現金 969,739

現金預金計 3,263,696

(2) 未収金

①地方税 25,232

②その他 0

③回収不能見込額 0

未収金計 25,232

流動資産合計 3,288,928

資　　産　　合　　計 28,663,240 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,663,240

貸借対照表
(平成27年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0
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行政コスト計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,034,283 15.5% 82,359 297,865 58,839 82,005 78,461 18,522 343,486 72,746 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 12,198 -0.2% △ 1,075 △ 3,719 △ 791 △ 1,081 △ 1,010 0 △ 4,261 △ 261 0

１ （３）賞与引当金繰入額 62,724 0.9% 4,992 18,098 3,598 4,937 4,799 1,120 20,784 4,396 0

小　　計 1,084,809 16.3% 86,276 312,244 61,646 85,861 82,250 19,642 360,009 76,881 0

（１）物件費 972,766 14.6% 80,751 287,157 107,624 108,587 65,741 57,720 262,426 2,749 11

（２）維持補修費 81,494 1.2% 16,211 26,021 23,992 0 1,527 2,424 11,319 0

（３）減価償却費 851,166 12.8% 320,178 250,840 41,504 43,003 150,229 19,278 26,134

小　　計 1,905,426 28.6% 417,140 564,018 173,120 151,590 217,497 79,422 299,879 2,749 11

（１）社会保障給付 919,009 13.8% 2,809 866,227 49,973

（２）補助金等 1,047,311 15.7% 10,148 22,633 112,695 352,162 62,943 259,682 226,174 874 0

３ （３）他会計等への支出額 1,478,944 22.2% 174,545 0 751,193 553,206 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

144,959 2.2% 18,420 0 583 47,355 60,287 13,065 5,249 0

小　　計 3,590,223 54.0% 203,113 25,442 1,730,698 1,002,696 123,230 272,747 231,423 874 0

（１）支払利息 75,303 1.1% 75,303

（２）回収不能見込計上額 △ 1,356 -0.0% △ 1,356

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 73,947 1.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 75,303 △ 1,356 0

6,654,405 706,529 901,704 1,965,464 1,240,147 422,977 371,811 891,311 80,504 75,303 △ 1,356 11

（　構　成　比　率　） 10.6% 13.6% 29.5% 18.6% 6.4% 5.6% 13.4% 1.2% 1.1% -0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 68,369 7,566 18,953 7,851 1,232 28 7 9,941 0 0 0 22,791

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 98,872 0 3,250 93,620 0 1,493 0 402 0 0 0 107

167,241 7,566 22,203 101,471 1,232 1,521 7 10,343 0 0 0 22,898

ｄ／ａ 2.51% 1.1% 2.5% 5.2% 0.1% 0.4% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

6,487,164 698,963 879,501 1,863,993 1,238,915 421,456 371,804 880,968 80,504 75,303 △ 1,356 11 △ 22,898

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

２

４
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 20,336,878 4,004,358 18,255,084 △ 1,975,088 52,524

純経常行政コスト △ 6,487,164 △ 6,487,164

一般財源

地方税 2,632,023 2,632,023

地方交付税 1,847,797 1,847,797

その他行政コスト充当財源 681,687 681,687

補助金等受入 1,198,740 117,711 1,081,029

臨時損益

災害復旧事業費 △ 58,361 △ 58,361

公共資産除売却損益 123,527 123,527

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 381,290 △ 381,290

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 199,561 △ 199,561

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 71,439 71,439 0

減価償却による財源増 △ 179,532 △ 671,634 851,166 0

地方債償還等に伴う財源振替 302,789 △ 302,789

資産評価替えによる変動額 3,484 3,484

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 20,278,611 3,942,537 18,395,651 △ 2,115,585 56,008

純資産変動計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

資金収支計算書
自　平成26年4月  1日

至　平成27年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,184,934

972,766

919,009

1,047,311

75,303

1,078,317

139,855

5,417,495

2,621,821

1,847,797

983,086

76,382

95,577

136,323

419,000

150,265

463,815

6,794,066

1,376,571

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,399,139

144,959

59,177

1,603,275

215,654

879,100

0

73,649

1,168,403

△ 434,872

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

111,195

0

341,450

539,938

0

0

992,583

0

0

0

0

123,527

11,195

134,722

△ 857,861

0

83,838

885,901

969,739
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資料２ 連結財務書類４表
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 15,513,522 ①普通会計地方債 6,676,526

②教育 8,646,717 ②公営事業地方債 6,258,772

③福祉 461,358  地方公共団体計 12,935,298

④環境衛生 6,435,013 (2) 関係団体

⑤産業振興 2,636,598 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 559,947 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 1,215,896 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 3,473

有形固定資産合計 35,469,051 (4) 引当金 1,728,431

(2) 無形固定資産 7,912 （うち退職手当等引当金） 1,724,760

(3) 売却可能資産 73,602 （うちその他の引当金） 3,671

公共資産合計 35,550,565 (5) その他 1,026,986

固定負債合計 15,694,188

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 52,982 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 0 ①地方公共団体 945,651

(3) 基金等 1,850,383 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 186,172  翌年度償還予定額計 945,651

(5) その他 17,288 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 45,042 (3) 未払金 236,989

投資等合計 2,061,783 (4) 翌年度支払予定退職手当 18,641

(5) 賞与引当金 165,735

(6) その他 12,572

３　流動資産 流動負債合計 1,379,588

(1) 資金 3,997,526

(2) 未収金 539,916 負　　債　　合　　計 17,073,776

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 22,845 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 7,488 １　公共資産等整備国県補助金等 6,804,026

流動資産合計 4,552,799 ２　公共資産等整備一般財源等 19,266,143

３　他団体及び民間出資分 10,000

４　その他一般財源等 △ 1,347,763

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 358,965

純資産 合計 25,091,371

資　　産　　合　　計 42,165,147 負債及び純資産合計 42,165,147

連結貸借対照表
（平成２７年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



- 15 -

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,804,498 21.2% 88,926 297,865 138,341 1,708,110 136,502 18,522 343,486 72,746 0

（２）退職手当等引当金繰入等 49,183 0.4% △ 17,196 △ 3,719 16,814 58,816 △ 1,010 0 △ 4,261 △ 261 0

１ （３）賞与引当金繰入額 164,769 1.2% 7,044 18,098 9,460 99,068 4,799 1,120 20,784 4,396 0

小　　計 3,018,450 22.8% 78,774 312,244 164,615 1,865,994 140,291 19,642 360,009 76,881 0

（１）物件費 2,109,255 15.9% 95,893 287,157 181,404 1,166,063 55,832 57,720 262,426 2,749 11

（２）維持補修費 120,281 0.9% 17,852 26,021 23,992 35,866 2,807 2,424 11,319 0

（３）減価償却費 1,268,892 9.6% 446,864 250,840 41,504 328,727 155,545 19,278 26,134 0

小　　計 3,498,428 26.5% 560,609 564,018 246,900 1,530,656 214,184 79,422 299,879 2,749 0 11

（１）社会保障給付 4,079,006 30.8% 2,809 4,016,719 59,478

（２）補助金等 1,864,770 14.1% 10,148 22,633 930,154 352,162 62,943 259,682 226,174 874 0

（３）他会計等への支出額 217,551 1.6% 0 0 217,551 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

144,959 1.1% 18,420 0 583 47,355 60,287 13,065 5,249 0 0

小　　計 6,306,286 47.7% 28,568 25,442 5,165,007 458,995 123,230 272,747 231,423 874 0

（１）支払利息 226,208 1.7% 226,208

（２）回収不能見込計上額 1,048 0.0% 1,048

（３）その他行政コスト 174,821 1.3% 6,112 0 35,079 85,763 47,867 0 0 0 0

小　　計 402,077 3.0% 6,112 0 35,079 85,763 47,867 0 0 0 226,208 1,048 0

13,225,241 674,063 901,704 5,611,601 3,941,408 525,572 371,811 891,311 80,504 226,208 1,048 11

（　構　成　比　率　） 5.1% 6.8% 42.4% 29.8% 4.0% 2.8% 6.7% 0.6% 1.7% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 68,399 7,566 18,953 7,881 1,232 28 7 9,941 0 0 0 22,791

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 1,178,848 27,856 3,250 1,145,740 0 1,493 0 402 0 0 0 107

３ 保 険 料 980,231 980,231

４ 事 業 収 益 2,693,579 33,858 0 0 2,585,478 74,243 0 0 0 0 0

5 その他特定行政サービス収入 439,374 7,555 0 227,729 174,310 29,780 0 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 △ 51,894 0 0 0 0 0 0 0 51,894 0 0

5,360,431 24,941 22,203 2,361,581 2,761,020 105,544 7 10,343 0 51,894 0 22,898

ｂ／ａ 40.5% 3.7% 2.5% 42.1% 70.1% 20.1% 0.0% 1.2% 0.0% 22.9% 0.0%

7,864,810 649,122 879,501 3,250,020 1,180,388 420,028 371,804 880,968 80,504 174,314 1,048 11 △ 22,898

連結行政コスト計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

２

３

４
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 26,543,743 7,192,150 19,759,442 10,000 △ 901,230 483,381

純経常行政コスト △ 8,039,827 △ 8,039,827

一般財源

地方税 2,632,023 2,632,023

地方交付税 1,847,797 1,847,797

その他行政コスト充当財源 681,687 681,687

補助金等受入 2,739,453 261,434 2,478,019

臨時損益

災害復旧事業費 △ 58,361 △ 58,361

公共資産除売却損益 82,913 82,913

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

損失補償等引当金繰入 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 416,934 △ 416,934

公共資産処分による財源増 0 △ 44,839 44,839 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 195,182 △ 195,182

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 90,739 90,739 0

減価償却による財源増 △ 236,150 △ 968,616 1,204,766 0

地方債償還等に伴う財源振替 668,250 △ 668,250

出資の受入・新規設立 △ 323,676 0 △ 323,676

資産評価替えによる変動額 △ 124,416 △ 124,416

無償受贈資産受入 0 0

その他 △ 889,965 △ 413,408 △ 669,471 0 192,914 0

期末純資産残高 25,091,371 6,804,026 19,266,143 10,000 △ 1,347,763 358,965

連結純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,163,480

2,094,296

4,079,006

1,864,770

226,208

514,690

11,942,450

2,621,821

1,847,797

2,390,988

76,412

1,147,697

973,091

2,643,114

545,004

419,000

0

0

57,215

460,453

13,182,592

1,240,142

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,166,189

144,959

0

0

0

0

0

2,311,148

359,377

1,218,000

0

0

170,277

1,747,654

△ 563,494

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

127,192

0

905,398

0

0

0

0

0

1,032,590

0

0

0

95,900

0

123,841

0

11,296

231,037

△ 801,553

0

△ 124,905

4,122,431

0

3,997,526


